
日本原子力船研究開発事業団の統合について

昭IB58年 12月 23日

原 子 力 委 員 会

当委員会は、日本原子力船研究開発事業団 (以下、「事業団」という。)の統合

問題について昭和54年 12月 27日 、その見解を述べたところであるが、事業団法

_上、1召和60年■』■量L辻2ヒ事業団を他の原二カ躙縣磯選 と統合すこことが求

みミユ【二五ことにかんがみ、同問題について検討を行うため、当委員会の中

に反ミ空船懇談会を設置し、幅広く検討を行った。同懇談会の検討結果を取り

まとめた報告書を基に、更に、関係法人等からの意見聴取を行いつつ、慎重に

審議した結果、以下の理由により、事業団は離襲睫L加暁嬌察以下、「原研」
という。)4盪全することが適当であると判断する.

1.原子力船の実用化時期は21世紀に入ってからとみられることから、実

用化を急ぐよりも」壁饉L』コ魏コ膨畷膨艶雲bほ 必要が生した時点で

通切な対応ができるよう、技術、知見、経験等の集積に努めておくこと

が重要である。従って、原子力分野において、退遡塵洩寡寝日襲基礎鞠エ

である.

2.原研は、研究炉 Jよ二こ 4を 利用した

…

つ」壺鬱建筆輛懃せ」雄

な上」量堕堕塞績がある。また、原研は事業団の発足以来、研究者を派i避

する等込的な面でも事装団1こ塑力 してきている。更に原研には「むつ」の

開発を進める上で有効な軽本亜上遜二遼全共ユま豊五二五盆壁奥L鱈虚
用二ぬ上過幅広い撻術基盤がある。

「むつ」の開発を進めるに当たっては、』重宅蠣己惑の T_lll技術的ll互 .

全4本側r鶏       ので、以上のような「むつ」に関連する技術的
経験、実績のある原研が適当である。
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3.原研は、我が国初の軽水炉の発電炉興 ■の建設、運転や軽水炉に

係る燃料、材料等の諸研究の豊富な実績を有し、メJビ型壁鍵盤飽能力_を

幅広笠濫週 しつつ船贅自用原子炉(以下、「舶用炉」という。)の研究を行 う

のに通 している。

また、、艶且重塁基型坐込重」であり、そめ研究の成果は、陸上での小型

塑 2型ニク健追2の選圭登璽ニコ塑2ぷ退遣 もたらす可能性もあり、

この観点からも幅広く研究を実施 している原研が通当である。

なお、統合に当たっては、原子力船研究開発業務の円滑な移重 といつ点二黛

土襲醒昼L22も 、原研の原子力に係る諸般の研究成果、経験等が有機的、効

果的に活用されるよう、       性のを迭L配慮:す るこ上J五め聟 で

あるcま た、円滑な統合という見地から、事業団は、統合までの間に「むつ」に

鐵 懸案事項の解決に最善を尽すべきであると考える。

本統合により、我が国の原子力船研究開発が、よ1確固たる体制の下で推進

されていくことを期待する。
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